
随意契約結果（業務委託） 様式13

No. 案　件　名　称 委託種目 契約の相手方
契約金額（税

込）
契約日 根拠法令

随意契約理由
（随意契約理由番号） ＷＴＯ

1
令和６年度市民用建
築情報検索システム
運用保守業務委託

情報処理
朝日航洋（株）
　西日本空情支社

3,300,000円 令和6年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

G3 ‐

2

建築行政共用データ
ベースシステム（総合
管理センター環境）利
用に係る業務委託

情報処理
（一財）建築行政
情報センター

3,185,875円 令和6年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

G3 ‐

3
令和６年度特定建築
物等定期報告業務委
託

その他
（一財）大阪建築
防災センター

31,625,000円 令和6年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

G3 ‐

4
令和６年度　御堂筋
都市彫刻点検・補修
業務委託

印刷・デザイ
ン

（株）アンス 2,805,000円 令和6年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

G3 ‐

5
令和６年度都市計画
行政支援システム運
用保守業務委託

情報処理
（株）パスコ
大阪第一支店

2,733,500円 令和6年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

G３ ‐

6
令和６年度都市計画
データ更新業務委託
（概算契約）

情報処理
（株）パスコ
大阪第一支店

2,430,670円 令和6年4月1日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

G3 ‐

7

令和６年度「矢田東
地域まちづくり研究
会」に係るまちづくり
活動支援業務委託

都市計画
及び地方計

画

（株）都市空間企
画研究所

1,969,000円 令和6年4月30日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

G５ ‐

8
令和６年度公共事業
に資する用地に係る
境界確定業務委託

土地家屋調
査

（公社）大阪公共
嘱託登記土地家
屋調査士協会

33,084,452円 令和6年6月21日
地方自治法施
行令第167条の
２第１項第２号

G3 -

9

令和６年度　淡路駅
エリア・十三駅エリア
のエリア計画策定に
向けた検討調査業務
委託

都市計画及
び地方計画

（株）日本設計　関
西支社

19,910,000円 令和6年6月28日
地方自治法施

行令第167 条の
２ 第１項第２号

G5 -

https://www.google.com/url?client=internal-element-cse&cx=000245616995763389932:2a9xo6zahe0&q=https://www.city.osaka.lg.jp/keiyakukanzai/cmsfiles/contents/0000298/298755/zuikeigaidorain.pdf&sa=U&ved=2ahUKEwiWqvSO5KWGAxUg4DQHHQ_JBVEQFnoECAkQAQ&usg=AOvVaw1S-mgCCECjLC3_QoufL1cY&fexp=72519171,72519168
https://www.google.com/url?client=internal-element-cse&cx=000245616995763389932:2a9xo6zahe0&q=https://www.city.osaka.lg.jp/keiyakukanzai/cmsfiles/contents/0000298/298755/zuikeigaidorain.pdf&sa=U&ved=2ahUKEwiWqvSO5KWGAxUg4DQHHQ_JBVEQFnoECAkQAQ&usg=AOvVaw1S-mgCCECjLC3_QoufL1cY&fexp=72519171,72519168


Ｎｏ.１ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

令和６年度市民用建築情報検索システム運用保守業務委託 

 

２ 契約の相手方 

朝日航洋株式会社 西日本空情支社 

 

３ 随意契約理由 

本システムは、市民が直接機器を操作し、建築計画概要書等閲覧申請書の印刷及び建

築計画概要書の閲覧、写しの交付ならびに台帳記載事項証明書の交付等を行えるシステ

ムである。 

そのため、システム障害等により本システムが停止し利用者へのサービス提供が滞ら

ないよう、円滑にシステム運用する必要がある。 

上記業者は、本システムを構築した業者であり、本システムは上記業者独自のノウハウ

を用いて構築されている。 

こうしたことから、上記業者は、本システムの全内容を把握している唯一の業者であ

り、システムの維持管理及び円滑な運用を行っていくためには、同社のノウハウ、知識

が必要不可欠である。したがって、他者では本システムの運用保守を行うことができな

いため、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号により特名随意契約を締結する

ものである。 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号による特名随意契約 

 

５ 担当部署 

   計画調整局建築指導部建築確認課（電話番号 06‐6208‐9304） 

  



Ｎｏ.２ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

建築行政共用データベースシステム（総合管理センター環境）利用に係る業務委託 

 

２ 契約の相手方 

一般財団法人建築行政情報センター 理事長 後藤 隆之 

 

３ 随意契約理由 

建築行政共用データベースシステム（以下「共用 DB」という。）は、国土交通省の

主導により構築された、建築士・建築士事務所の登録・閲覧や台帳等の住宅・建築物ス

トック情報等の登録閲覧、建築基準法令の閲覧等を可能とする全国統一のデータベース

システムであり、建築行政の適正かつ効率的・効果的な業務を進める観点から必要不可

欠なシステムである。 

 一般財団法人建築行政情報センターは、共用 DB の運営主体として総合的な運営管理

を行っており、本システムを供給する唯一の団体であることから、地方自治法施行令第

167 条の２第１項第２号により、上記業者と特名随意契約を締結するものである。 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

   計画調整局建築指導部建築確認課（電話番号 06‐6208‐9304） 

 

  



Ｎｏ.３ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

令和６年度 特定建築物等定期報告業務委託 

 

２ 契約の相手方 

（一財）大阪建築防災センター 

 

３ 随意契約理由 

本業務は、大阪市内における建築基準法第 12 条に基づく特定建築物等に対する定期報

告の通知業務や提出された報告書の受付業務等を行い、台帳登録及び未報告者への督促を行

うとともに、定期報告制度に関する普及啓発に取り組むものであり、「一般財団法人大阪建

築防災センター」（以下「同センター」という。）を次の理由により特名随意契約先と考えて

いる。 

同センターは、従前より大阪府内の全特定行政庁から定期報告制度に関する業務を受託し

ており、同様の業務を行っているところは他にはない。 

定期報告対象建築物は、年月の経過とともに、所有者等の情報・建築物の用途・延べ床

面積等について変更が生じる可能性が高く、法改正により新たに定期報告対象となる建築物

や 、用途変更等により定期報告対象外となる建築物も存在し、その変更の履歴を保有する

のは同センターであり、この履歴を保有していない他社に委託することは、業務上支障をき

たすことになる。 

一方、報告義務者である建築物の所有者等は、建築の知識や定期報告調査を依頼する専

門技術者を知らないことが多い。同センターは専門技術者の紹介も行っているため、同セン

ターで報告書の受付を行うことは窓口の一元化が図られ、市民等の利便性が向上するととも

に、適正な定期報告の実施に資することとなる。  

以上のことから、本業務の目的を達成することが可能な事業者は、同センターをおいて他

にはなく、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号に基づき、特名随意契約による委

託契約を締結するものである。 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

   計画調整局建築指導部監察課（電話番号 06‐6208‐9312） 



Ｎｏ.４ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

   令和 6 年度 御堂筋都市彫刻点検・補修業務委託 

 

２ 契約の相手方 

   （株）アンス 

 

３ 随意契約理由 

本業務は、御堂筋沿道の企業等から寄附を受けた 28 体の銅製彫刻にかかる、彫刻・

台座・舗装・ライトアップ設備の目視及び触診による点検と緑青・塗装剥離・コー

キングの剥離・傷等の補修を行う維持管理業務である。 

本業務を円滑かつ適切に行うためには、作業手順や作業方法等の内容を熟知する

とともに、彫刻に損傷を与えないよう慎重かつ安全に作業を行うなど、銅製彫刻の

維持管理等に関する専門的な知識を有し、本業務の趣旨を理解した上で、一連の作

業を総合的に実施することが必要不可欠である。 

一方、本業務の施行に際して、平成 30 年度まで、毎年度公募型指名競争入札で事

業者を公募してきたが、入札参加事業者が１者の状態が続いており、競争性がある

とは言い難い状況であった。そのため、大阪市の入札参加資格を持つ事業者の中で、

（株）アンス以外に本業務の実施ができる事業者が存在するか、銅製彫刻のメンテ

ナンスを取り扱う事業者に調査した結果、委託実施条件を満たす事業者は（株）ア

ンス１社だけであった。 

（株）アンスはこれまでも屋外の銅製彫刻やモニュメントの点検・補修実績を有

しており、過年度の本業務も受注している。また、本業務の趣旨を理解し、内容も

熟知していることから、大阪市の入札参加資格を持った事業者の中で、本業務の履

行が可能な唯一の事業者であるため、契約相手方として（株）アンスと業務委託契

約を締結する。 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号 

 

５ 担当部署 

   計画調整局計画部都市計画課（都市景観）（電話番号 06‐6208‐7854） 

  



Ｎｏ.５ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

   令和６年度都市計画行政支援システム運用保守業務 

 

２ 契約の相手方 

   （株）パスコ 大阪第一支店 

 

３ 随意契約理由 

「都市計画窓口システム」は、タッチパネルにより、来庁者が直接機器操作を行

い、都市計画情報を閲覧・印刷できるサービスを提供するものであり、「地形図管

理基本システム」も来庁者が最新の縦覧図を閲覧できるよう縦覧図出力機能を有し

ている。 

そのため、不具合等によるシステムの停止により利用者へのサービスの提供に影

響を及ぼすことがないよう、円滑にシステム運用する必要がある。 

「株式会社 パスコ」は、これらのシステムを構築した業者であり、同社のソフ

トウェアを用いて運用している。 

こうしたことから、「株式会社 パスコ」は、システムの全内容を把握している唯

一の業者であり、システムの維持管理及び円滑な運用を行っていくためには、同社

のノウハウ、知識が必要不可欠である。 

以上により、地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号により、随意契約にて

同社と委託契約を締結するものである。 

  

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号 

 

５ 担当部署 

   計画調整局企画振興部総務担当（電話番号 06‐6208‐7821） 

  



Ｎｏ.６ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

令和６年度都市計画データ更新業務（概算契約） 

 

２ 契約の相手方 

（株）パスコ 大阪第一支店 

 

３ 随意契約理由 

 都市計画審議会の付議案件に基づき、本市が保有している地形図管理基本システ

ム用 ARC／GIS データ及びシェープデータ、都市計画窓口システム用シェープデ

ータ、統合型 GIS 用シェープデータについて、都市計画決定・変更の告示日前日

までの限られた期間内に同一内容でデータ更新を行う必要がある。 

また、事業進捗状況についても、各種設定・定義情報に基づき、地形図管理基本

システム用 ARC／GIS データ及びシェープデータ、統合型 GIS 用シェープのデー

タ更新を行うものである。 

そのため、短期間で多岐にわたるデータから更新該当データを抽出し、正確かつ

迅速にデータ更新を行うためには、各種設定・定義情報等、システムやデータ全般

についての十分な知識を持ち合わせていなければならない。 

株式会社パスコは都市計画行政支援システムの構築業者であり、同社のソフトウ

ェアを使用しているため、これらのシステム及びデータ全般にわたって熟知してお

り、所定の期間内にデータ更新作業を正確に遂行できる唯一の業者である。 

こうしたことから、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号により、同社と

委託契約を随意契約により締結するものである。 

 

４ 根拠法令 

地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号 

 

５ 担当部署 

計画調整局企画振興部総務担当（電話番号 06‐6208‐7821） 

  



Ｎｏ.７ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

   令和６年度「矢田東地域まちづくり研究会」に係るまちづくり活動支援業務委託 

 

２ 契約の相手方 

   株式会社 都市空間企画研究所 代表取締役 三木 啓正 

 

３ 随意契約理由 

 

推進団体から提出された「まちづくり専門家派遣申請書」について、「東住吉区

長の意見書」を踏まえ、大阪市まちづくり専門家派遣運用要領（以下「運用要領」

という。）第 14 条第 1 項に基づき、コンサルタントの派遣の可否を決定する必要が

ある。 

   本業務は、推進団体の活動目的等を踏まえた支援方針に基づき、推進団体の活動

地域における特性を踏まえた地域課題の整理や課題に対する対応策を検討し、適切

な実施手順及び工程計画を作成することが求められるため、実情に応じた指導、助

言等を行うコンサルタントを派遣する必要がある。 

派遣するコンサルタントは、運用要領第 12 条第 1 項の規定により、本市が登録

した者の中から派遣し、推進団体へ派遣するコンサルタントを決定するときは、運

用要領第 14 条第 3 項の規定により、あらかじめ、まちづくり専門家派遣選考会議

の意見を聴かなければならないと定められている。 

以上の理由から、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号（その性質又は 

目的が競争入札に適しないもの）に該当するものと判断し、特名随意契約により委

託契約を締結するものである。 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号 

 

５ 担当部署 

   計画調整局計画部都市計画課 

エリアマネジメント支援担当担当（電話番号 06‐6208‐7856） 

 

  



Ｎｏ.８ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

令和６年度公共事業に資する用地に係る境界確定業務委託 

 

２ 契約の相手方 

公益社団法人 大阪公共嘱託登記土地家屋調査士協会 

 

３ 随意契約理由 

西日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ」という。）の阪和貨物線跡地について、

ＪＲ阪和貨物線用地を活用した公共利用に関する協定書（令和４年 11月 18日締結）

により、ＪＲが本市へ同跡地の一部を無償で譲渡することとしている。無償譲渡の

範囲は、本市が公共整備等を実施する用地としており、当該用地をＪＲから収受す

るにあたり、必要に応じて用地の分筆等登記を実施する必要がある。 

阪和貨物線跡地活用事業を進めるにあたっては、本業務を完了させる必要がある

が、寄附申請人となるＪＲからは、早期の譲渡完了を求められており、また、譲渡

後整備予定の道路の一部が、災害時、避難所への最短経路となることもあり、地元

からは早期に事業を進めるよう要望がある。こうした背景から、迅速かつ適正に業

務を遂行しなければならない。また、本業務では、測量作業を行う前に法務局や建

設局等と測量の進め方を協議する必要があるが、用地ごとに協議を行っていては、

その調整が煩雑となることから、迅速に業務を遂行するためには、全用地を一体の

ものとして取り組む必要がある。 

上記を踏まえると、本業務は、個々の土地家屋調査士による対応は難しく、多数

の土地家屋調査士により組織的に業務を遂行できる業者しか実施できない。 

公益社団法人大阪公共嘱託登記土地家屋調査士協会は、土地家屋調査士法第 63

条に基づき、土地家屋調査士の専門的な能力を結合して官公署等による不動産の表

示に関する登記に必要な調査、測量、その登記嘱託、登記申請等の適正かつ迅速な

実施に寄与することを目的に設立された法人であり、官公署から公共事業に伴う登

記を受託できる大阪府下唯一の公益社団法人である。同協会は本市及び官公庁にお

いて不動産の表示に関する登記業務に長けており、土地家屋調査士を多数（令和６

年４月時点で土地家屋調査士は 164名、法人は８法人）擁していることから、業務

を適正かつ迅速に行うための十分な組織的能力を有している。 

以上の理由から、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号（その性質又は 

目的が競争入札に適しないもの）に該当するものと判断し、同協会と特名随意契約



を締結する。 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167条の２第１項第２号 

 

５ 担当部署 

   計画調整局計画部都市計画課（電話番号 06‐6208‐7848） 

 

  



Ｎｏ.９ 

 

随意契約理由書 

 

１ 案件名称 

令和６年度 淡路駅エリア・十三駅エリアのエリア計画策定に向けた検討調査業務委

託 

 

２ 契約の相手方 

株式会社 日本設計 関西支社 

 

３ 随意契約理由 

   本業務では、淡路駅エリアおよび十三駅エリアのエリア計画の作成に加えて、エリ

ア計画作成のために必要な検討調査の一環として、柴島浄水場ダウンサイジング用地

活用のケーススタディ、これらを踏まえた用途地域の変更に係る基礎検討を行い資料

として取りまとめていく。 

両エリアのエリア計画の作成については、淡路および十三の立地特性や、まちづく

り方針に記載されているまちづくりの方向性や各エリアの役割分担といった内容を十

分に理解していることを前提に、まちづくりの方向性、導入機能、具体プロジェクト

の検討の方向性などを、関係者と調整しながら、定型的ではない内容となるエリア計

画を作成していく必要がある。 

また、柴島浄水場ダウンサイジング用地活用のケーススタディについては、12ha 規

模の開発用地において、道路・広場などの基盤整備や、民間開発を設定し、事業採算

性を検討するものであり、自動車交通や歩行者交通の観点からの道路ネットワークや

公園機能などの配置について、他の事例との比較や有識者への意見聴取を実施しなが

ら企画し検討を進めていく必要がある。 

以上のことから、業者の選定にあたっては、都市基盤、都市開発、用途地域といっ

た幅広くかつ専門的な知識及び優れた企画・調整能力や、計画的な業務の実施能力な

ど、業務に対する実施体制、実施方針等を考慮することが必要であることから、競争

入札に適さないと考えられるため、公募型プロポーザル方式により契約相手方を決定

した。 

 

＜業者選定員会について＞ 

  学識経験者等の意見を聴取し、令和６年度 淡路駅エリア・十三駅エリアのエリア計画

策定に向けた検討調査業務の目的等に最も合致した企画提案がなされた事業者を選定す

るための審査を行う。 



 

（１） 開催日 令和６年５月 27日 

 

（２） 委 員  役職：関西大学環境都市工学部建築学科 教授 

名前：木下 光 

役職：和歌山大学システム工学部システム工学科 教授 

名前：佐久間 康富 

役職：大阪公立大学工学研究科 准教授 

名前：吉田 長裕 

 

（３） 審査基準・審査結果 

大阪市：令和 6年度 淡路駅エリア・十三駅エリアのエリア計画策定に向けた検

討調査業務委託 (osaka.lg.jp) 

 

 

４ 根拠法令 

   地方自治法施行令第 167条の 2 第 1項第 2号 

 

 

５ 担当部署 

   計画調整局計画部都市計画課（電話番号 06‐6208‐7874） 

 

https://www.city.osaka.lg.jp/templates/proposal_senteikekka/toshikeikaku/0000628093.html
https://www.city.osaka.lg.jp/templates/proposal_senteikekka/toshikeikaku/0000628093.html

